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「中小事業者等取引公正化推進アクションプラン」の改定について 

令和３年１１月２４日 

公 正 取 引 委 員 会 

 公正取引委員会は，令和３年９月８日，中小事業者等への不当なしわ寄せが

生じないよう，取引の公正化を一層推進するため，「中小事業者等取引公正化

推進アクションプラン」（以下「アクションプラン」という。）を策定した。 

 今般，現下の経済状況に適切に対応しつつ，取引の公正化をより一層推進す

る観点から，以下のとおり，アクションプランの改定を行い，下請取引に対す

る監督体制の強化を更に進めていくこととした（新規追加した施策は太字下

線）。今後も引き続き，これらの成果を踏まえつつ，更なる取組を検討・実施

していく。 

第１ 下請法等の執行強化 

１ 下請法違反被疑事実等に係る情報収集の取組強化 

（１）下請事業者に対する定期調査の実施 

公正取引委員会では，親事業者及び下請事業者を対象とした定期調査

を実施しているところ，令和３年 11 月 29 日に開始予定の下請事業者

300,000 名を対象とした定期調査において，最低賃金の引上げ等に伴い

特に問題となることが想定される「買いたたき」の指導実績が多い業種

やコロナ禍において特に影響が出ているとされる業種向けの調査拡大，

最低賃金の引上げを含む労務費や原材料価格の上昇の影響に関する質問

追加を行い，下請法違反被疑事実に係る情報収集に関する取組強化を行

う。 

（２）荷主と物流事業者との取引に関する書面調査の実施 

公正取引委員会では，荷主による物流事業者に対する優越的地位の濫

用を効果的に規制する観点から「特定荷主が物品の運送又は保管を委託

する場合の特定の不公正な取引方法」を指定し，荷主と物流事業者との

取引の公正化に向けた調査を行っているところ，令和３年 10 月８日，荷

主 30,000 名に対し，最低賃金の引上げやエネルギーコストの上昇の影響

に関する質問を含む書面調査を開始し，必要な情報収集を進めている。 
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ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



2 

令和４年１月以降，物流事業者 40,000 名を対象とした書面調査を開始

する予定であるところ，当該書面調査においても，最低賃金の引上げや

エネルギーコストの上昇に伴う影響に関する質問を追加し，更なる情報

収集を進めていく。

（３）ソフトウェア制作業・受託システム開発業の取引適正化に関する実態調

査の実施 

公正取引委員会では，従前から，優越的地位の濫用規制及び下請法に関

する実態調査を実施しているところ，令和３年 10 月 22 日，ソフトウェア

制作業及び受託システム開発業の取引適正化に関する実態調査の一環とし

て，ソフトウェア制作業及び受託システム開発業に従事する事業者 21,000

名に対し，最低賃金の引上げに伴う影響や取引先との価格交渉に関する質

問を含むアンケート調査を開始し，必要な情報収集を進めている。 

   来春以降の調査結果の取りまとめに向け，アンケート調査結果の集計や

ヒアリング調査などを着実に進めていく。 

２ 最低賃金引上げ等を勘案しない下請代金の不当な設定を含む下請法違反行

為等への厳正な対処 

（１）「価格交渉促進月間」の取組成果等を踏まえた対応 

本年９月の「価格交渉促進月間」における中小企業庁をはじめとした関係

省庁による取組の成果や上記情報収集の成果も踏まえつつ，下請法違反行為

等に対して厳正に対処していく。 

（２）注意喚起文書による親事業者に対する要請の実施 

公正取引委員会が親事業者に対して違反行為の改善を求める指導等を行

う際に交付する注意喚起文書において，最低賃金の引上げを含む労務費や原

材料価格の上昇に関連する注意事項を加えたところ，令和３年９月８日から

令和３年 10 月末までの間，親事業者に対して 1,827 件の要請を実施した。

今後も引き続き，注意喚起文書による親事業者に対する要請を実施していく。 

第２ 相談対応の強化 

１ 「不当なしわ寄せに関する下請相談窓口」における相談対応及び周知徹底

公正取引委員会は，令和３年９月８日，取引先から不当なしわ寄せを受け

るおそれのある中小事業者等から下請法に関する相談を受け付ける「不当な

しわ寄せに関する下請相談窓口」を設置し，同年 10 月末までの間に 1,811

件の電話相談に対応した。 
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「不当なしわ寄せに関する下請相談窓口」については，フリーダイヤル経

由でも電話相談を受け付けているところ，今般，フリーダイヤルの電話番号

「0120－060－110」の語呂を「不当な下請取引 ゼ(0)ロ(6)ゼロ(0) 110 番」

と設定し，「不当なしわ寄せに関する下請相談窓口」の更なる周知徹底を図

っていく。

不当なしわ寄せに関する下請相談窓口 

電話番号 ０ １２０
（不当な下請取引）

-
－

０
ゼ

６
ロ

０
ゼロ

-
－

１１０
1 1 0 番

※固定電話のほか，携帯電話からも御利用いただけます。 

※公正取引委員会の本局又は地方事務所等の相談窓口につながります。 

【受付時間】１０：００～１７：００ 

（土日祝日・年末年始を除く。） 

２ 中小事業者等のためのオンライン相談会の実施 

   公正取引委員会は，令和３年９月８日以降，中小事業者等からの要望に

応じ，独占禁止法上の優越的地位の濫用規制又は下請法についての基本的

な内容を分かりやすく説明するとともに相談受付を行うためのオンライン

相談会を実施してきた（令和３年 10 月末までに７件実施）。今後も引き

続き，中小事業者等からの要望に応じ，オンライン相談会を実施してい

く。 

第３ 不当なしわ寄せ防止に向けた普及啓発活動の拡充・強化 

１ 「買いたたき」に関する下請法上の考え方の明示及び周知徹底 

公正取引委員会は，令和３年９月８日，最低賃金の引上げに関する下請

法上のＱ＆Ａを作成し，事業者への周知徹底を図ってきた。 

さらに，原油価格高騰に伴いエネルギーコストが大幅に上昇した下請事

業者から単価の引上げを求められたにもかかわらず，親事業者が一方的に

従来どおりに単価を据え置いて発注することについても，下請法上の「買

いたたき」に該当するおそれがあることから，今般，新しくＱ＆Ａ（別

添）を作成したところ，公正取引委員会のウェブサイトへの掲載などによ

り，事業者への周知徹底を図っていく。 
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２ 「下請取引適正化推進月間」における周知活動の拡充・強化 

（１）不当なしわ寄せ防止に向けた取組の周知徹底 

公正取引委員会は，中小企業庁と共同して，毎年 11 月を「下請取引適正

化推進月間」と定め，下請法の普及啓発を図っているところ，令和３年 11

月，事業者団体等を通じて，アクションプランに基づく取組内容をまとめた

リーフレットを周知するなど，全国津々浦々に不当なしわ寄せ防止に向け

た取組の情報が行きわたるように周知活動を実施した。 

今後も引き続き，不当なしわ寄せ防止に向けた取組の周知活動を実施し

ていく。 

（２）「下請取引適正化推進講習会テキスト」のより一層の活用

公正取引委員会は，下請法違反行為を未然に防止するために，「下請取引

適正化推進講習会テキスト」を作成し，下請取引適正化推進講習会を開催し

ているところ，同講習会で使用する「下請取引適正化推進講習会テキスト」

の内容を繰り返し習得できる方法として，下請取引適正化推進講習会動画

を作成し，ＷＥＢ上で公開を行った。 

さらに，関係団体を通じた「下請取引適正化推進講習会テキスト」の配

布を行い，当該テキストのより一層の活用を図っていく。 

３ 下請法遵守に関する年末要請の実施 

年末にかけての金融繁忙期においては，下請事業者の資金繰り等につい

て厳しさが増すことが懸念されることから，買いたたき，減額，支払遅延

などの行為が行われることのないよう，公正取引委員会及び経済産業省

は，下請法の遵守の徹底等について，公正取引委員会委員長及び経済産業

大臣の連名の文書で要請を実施している。 

本年は，令和３年 11 月 16 日，関係事業者団体約 1,400 団体に対し，要

請文の発出を行った。 


